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1．　はじめに

　筑波研究学園都市は，本年（昭和55年）3月までに，

予定された43の研究教育機関が新設され，または東京

からの移転を完了し，いわゆる概成が終った。これまで

のこの新都市の建設は，その主要目標である研究教育機

関の活動を開始させることと，そのためにこれら機関に

働らき，学ぷ人達の住宅をはじめとした生活環境を形成

することに目的を置いて進められてきたといえる。した

がって，これまでに整備された主要なものは，道路，上

下水道等の都市活動のための基幹的施設のほか，研究所，

大学といった研究教育機関拾よび約8，OOO戸の公務員住

宅と同じく約8，O00室の学生住居であり，その他の施設

はごく小さいウエイトしか占めていない。

　一方，この新都市の市街地は，研究教育機関用地が主

として一団地官公庁施設事業，公的住宅地が主として新

住宅市街地開発事業によって供給されており，両者の不

足を補うために，10地区において土地区画整理事業を

実施してきたが，この事業によって全体で約510haの

民有地が宅地として供給されることになった。この都市

では，この民有地を除く約2，200haの土地はすぺて公

的用途にあてられるもので，その利用計画や建設スケジ

ュールがあらかじめ確定しているのに対して，民有地の

市街化だけが，ゆるやかな都市計画上の用途地域指定の

範囲内で，土地所有者の自由で個別的な判断に委ねられ

ているのである。したがって，概成期以後のこの都市の

市街地形成の方向，速度，用途，形態などを左右するの

は民有地の市街化の動向であり，その可能性の把握なし

ではこの都市の将来を考えることはできない。

　本研究は，民有地における市街化の動向を，過去の経

緯を含めて明らかにするために，その速度，量，用途，

形態，地域分布，地区特性などの各側面から調査し，こ

の都市の土地区画整理民有地の市街化に関する特色を明

らかにするとともに，今後の市街地形成の方向を見定め

ることを第1の目的としている。つぎに，これまでのこ

の都市の市街化の主流をなしてきた2種の住宅，公務員

住宅と学生住居について，その供給のシステムおよびそ

の居住者の意向や生活行動を明らかにし，市街化の中に

占めるそれぞれの役割を検討するこ。とを第2の目的とし

ている。
　しかし，本研究は2年継続のプログラムではじめられ，

現在遂行中のものである。したがって本報告は中間報告

的なもので，研究全体の組立てに至っておらず，個別の

研究事項の並列的な記述にとどまっている。本報告は，

第2章で新都市の全体的整備状況，すなわち都市の成熟

に関連した諸指標の経年的推移を調査し，学園都市研究

のべ一ス・デー一タとして整備したものである。第3章は，

この都市における住宅供給の実態について，公務員住宅，

学生住居，民聞住宅別に調査した結果である。第4章は，

区画整理民有地の市街化の実態をまとめたもので，・この

報告の中心的な部分を成している。第5章は，まとめの

章として，1～4章までの結果，特に第4章のデータに

もとづいて，この都市の市街化の特色とその要因につい

て考察したものである。この報告の段階では，居住者側

からの調査結果やその分析が含まれて拾らず，物的状況

とその変化に重点が歩かれている。

　なお，この概要報告では，第4章の区画整理民有地の

市街化の実態と第5章の筑波における市街化の特色と要

因についてのみまとめ，他は省略した。

4．民有地における市衛化

4－1　蘭査の目的と方法

　第1のビルトアップ調査は，土地区画整理事業によっ

て計画的に整備された民有地におけるビルトアップの実
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態を全体的・継続的に調査・記録し，あわせて市街化の

要因を探る目的で1979年7月に実施した。本稿はその

調査結果の概要であり，全体的状況，市街化率と市街化

の速度，建築形態，店舗の業種構成について特に各地区

別の相違を明らかにすることによって市街化の要因を考

察する。

　この種の調査は今回が2回目で，前回は1977年6月

に行っており，その時は居住者へのヒヤリングによって

建物の建設時期を調ぺたが，今回の調査は外部からの観

察を主とし，建築形態・用途，業種，集合型の場合の戸

数，敷地形状を現地で記録し，不明な点，例えぱ，敷地

境界，専用か併用か，等については適宜居住者にヒヤリ

ングした。敷地面積は現地記録を2，500分の1換地図

（換地の単位となった筆界が記入されている）に整理し

た上で図上算定した。建設時期については前回調査

（1977・6）のデータによりそれ以前の時点を整理した。

　第2の居住者調査は79年9月15日～30日に行った。

方法は，調査票を各戸に調査員が直接配布し，2・3日

後に回収する留置法をとった。

　調査対象地区は区画整理10地区の中から，研究学園

地区における相対的位置，使用収益開始時期，調査から

明らかにされた市街化の度合，建物種別建設度合などか

ら特徴的な〈玉取〉〈妻苅〉〈手代木〉〈下横場〉の4

地区を選び調査対象地区とした。なお＜妻苅〉について

は，その使用収益開始時期の差異，空間的広がりの大き

さから，＜妻苅北（天久保3・4丁目）〉〈妻苅東（天

久保1・2丁目，吾妻3・4丁目）〉＜妻苅西（春日1

　2・3・4丁目）〉の3地区に区分した。

　対象者は，この6地区に屠住している，学生・農家を

除く全世帯を対象とし，世帯主にその家族の意見を聞き

ながら記入してもらった。

表4－1　アンケート回収状況（79年9月）

地　　区 住宅積易項　　目 独立専用独立併用集合専用集含併用合　　計

調査対象者籔43 9 122 3 177
玉　　取有効回収数 37 9 66 3 115
回収率（％）86．0 100．0 54．1 100．0 65，0

詞査対象者数12 5 1 10 28
妻苅北有効回収数 8 5 1 3 17
回収率（％）66．7 100．0100．0 30．0 60．7

詞査対象者敏12 13 28 43 96
妻苅東有効回収数 10 12 12 21 55
回収率（％）83．3 92．3 42．9 48．8 57．3

詞査対象者数10 14 27 1 51
妻苅西有効回収敏 7 l1 12 ■ 30
回収率（％）70．0 78．6 44．4 ■ 58．8

詞査対象者数3 3 13 ’ 19
手代木有効回収籔 2 3 4 一 9
回収率（％）66．7 100．0 30．8 一 47．4

詞査対象者数22 3 24 一 49
下債場有効回収敏 20 3 O

一 23
回収率（％）90．9 100．0 0 ’ 46，9

詞査対象者籔102 47 215 56 420
合　　計有効回収数 84 43 95 27 249
回収率（％）82．4 91．5 44．2 48．2 59．3

　回収状況は表4－1に示すように，全体的回収率は

59．3％とかなり高い。地区別では回収率はほぼ一様で

あるが，票数に偏りがみられる。逆に，住宅種別には票

数は均衡しているが，回収率に偏りがみられる。なお，

＜下横場〉の〈集住〉の回収率O％であるが，その母数

24戸はいずれも建設業関係の宿舎で，工事の間だけそ

こに居住しているものである。

4－2　全体的状況

　表4－2は民有地全体について，ほぼ2年毎の建物数

と平均的指標を示す。全民有地約510ヘクタールに現在

861棟，2，622戸，367店の建物が存在する。このうち，

1973．6時点は使用収益開始以前であり，かなり前から

の既存家屋であるが，戸当り敷地面積は860m2もあり，

大部分が農家である。1975．6時点では玉取，下横場，

小野川の3地区で使用収益が開始されているが，未だ新

築は極めて少い。市街化と云える新築活動はそれ以後で，

1977．6時点から急激に増加しているが，これは，使用

収益開始の地区が1975～6年に拡大したこと，この頃

ようやく学園都市が全体的に整備されて来たことによる

ものである。1977．6までの2年問の増加は162棟，909

戸であったのに対し，最近の2年問は561棟，1，574戸

と急激に増加している。これを事業計画に定められた計

画戸数と比ぺてみると，最近2年問の建設戸数はその

14．2％であり，すでに計画の23．6％に来ているので，

このまま進めぱ今後11年で計画戸数に達することにな

る。しかし敷地面積では現在8．9％，最近2年間の増加

が5％であるので，その時点では37％程度である。戸

数は多いが建築敷地は小さいという現象は，地価の高謄

した今日の都市での一般的傾向ではあるが，筑波の民有

地の場合，事業計画の計画戸数が平均敷地460m2の独立

住宅を想定しているので現実とのギャップは余りにも大

きい。1棟当りの住戸数をみると，1977で3．7戸と最

高値を示しており，この時期に筑波大学周辺で学生アパ

ートが急増したことをうかがわせる。その後は他地区で

の独立住宅や店舗等も加わり，1979では1棟当り3．5

戸と若干減少している。敷地規模では既存建物の平均が

860m2と非常に大きいのに対して，新築の分は徐々に縮

少している。2年毎の新築分のみを比較すると1棟当り

　　　　　　表4－2　時期別蔓物累計

計　1颪11973．61975．61977．61979．7備　　　　　考
棟　　　数11，090隙 1■■一　　138300 861（1．2〕（1．21

l1，090［一22
一2し」』8〕1．048　2．622

’伐　Fヨ　数 139
1100．〇一1　■　一　　　」ll．1〕（1．3〕19．41■ 123．6〕

」1㌔　舗　数 10 12 70 367／1．2）一一■110．1）皿（26．9〕住戸・店鮒計画戸数
吸　　　地　　　■　　　　　　■5，107，836m110，607115，497］98，287453，342

12．2〕　1 （3．9）18．9〕
惣物規艘 I．0 1．O 1．1 3．7 3．51欄当り戸・店籔
■ ’1■　　　　■一　　　　　　　工1　（2．4）■　■一’16．O）13．3）（）新築分
吸地規模 460m」 860 840 660 530 1棟当り吸地面柏（61ω（510〕1450〕‘i新纂公
土　　　　　　　460m　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　■840 ηO 180 1501戸・店当リ敷地面榊！260〕186〕1140〕

■　一■1　　　　　　　　［
1）新築分

7．4％7．9 6．6 14．0店舗敏他戸籔lH．8〕16．4jl18．9〕（）新築分
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で75年610m2，77年510m2，79年450m2と確実な

縮少化傾向がみられるが，1戸当り（住戸及び店舗の1

単位当り）でみると77年の86m2がきわだって小さく，

この時期の学生アパートの急増を反映している。

　店舗（本稿では住居以外の建築施設を店舗と総称する）

は特に最近2年間の増加が著しく，約300店も増加して

いる。店舗数を住戸数で除した店舗率をみると77年の

学生アパート急増期に若干の低下がみられるが，その後

急激に上昇して現在は14％となっている。2年毎の新

築分についてみると特に最近2年問は18・9％と店舗の

割合が著しく高まっている。

　民有地居住者の家族型は図4－1に示すように，＜民

有地〉には36．1％の単身世帯者が存在することが極め

て特徴的である。また核家族が48．8％で，中学生以上

の長子のいる家族が15．6％みられる。

〈民有地〉
79年

5．2　　　6．4　4．4　　　　　6．8

12．0　7．2　2，411．2　5，2　　36．1　　3．1
2．6人”

■夫婦のみ　騒幽夫婦・1－1才長子睡ヨ夫婦・1－1才長子

翻1婦・1－lll1目1婦11－llll1冒1婦111－llll1

魎夫婦・11才一長子鰯複合榊　幽欠損樹3

口単1世帯魎不1

‘1　グラ末尾の数字は，1世帯1ヒリの乎均家族人数
　　建物種別，平均’家族人数（人／戸j）
　　　＜4虫立一兵箏1月〉　3，578　　＜牙虫ユ尤伺乍正1＝コ）　3，171
　　　＜集合■著工片ヨ〉　　1，596　　　＜一集イトイ芹月3〉　　2，231
．2　複合家族とは，肚帯主一の親か同脈の家族
‡3　片親のいない家族

　　図4－1　家族型と平均家族人数

　職業の構成は図4－2に示すように，〈全体〉では，

自営業が最も多く25．3％，続いて専門技術職（医師，

技術者，自由業など）が20．1％，販売サービス職（商

店員，理容，美容など）14．5％，作業職（工員，職人・

運転手など）12．0％，公務員11．2％となっている。

　　　　　　　　　碑
　　　　　　　　　　　　榊妙
　　　紳y㌃鉾ぷ締餅略〆戒のψ

〈全　体〉
　　　　　14．5　　　　　　　　　　　　　　　　　　1．2
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4．4

図4－2　職業の構成（79年）

　民有地居住者の世帯主の勤務先，通勤時間，通勤手段

を図4－3に示す。＜勤務先〉では約70％の人が研究

学園地区内および周辺地域に勤務し，東京を含めた関東

4県へは9％と少ない。これを地区別にみると＜下横場〉

だけが50％以上関東4県へ通勤しているのに対して，

　　　　　　　　　その他の
　　　　　　　　　茨城県関東3県
　　　　学園地区周辺　　　東京都　　　　　　　　　　　　　　その他
研究学園地区　　　　　土浦市　　　　不　明

／勤務先／11

60．6　　　　　　　　　　　　9，2　　8．8　6．0　76　　5．4
　　　　　　　　　　　2．4

必要なし　　　　～15M
　　～1h2トその他
～30M～2h　不明

〈通勤時間）
21，7　　　　41，8　　　16．15．66．85．2
　　　　　　　　　　　　　　　2．8

　　　　　　　　　　　　　　白転車
　　　　　　　　　　　　　　バイク
　　　　路線バス送迎バス　　　便乗　　その他
必要なし徒歩　　　　白家用車　　　　　　不　明

〈通勤乎段I〉
　　　　21．7　9，2　　　　47刀　　　　8．07．2
　　　　　　　　3．2　　1．2　　　　　　　　　　　　　　　　2．4

図4－3　勤務先・通勤時間・通勤手段（79年）

その他の地区では，いずれも学園地区内拾よび土浦市を

含めた周辺地域へ80％の人が通勤して春り，関東4県

へはO～7，8％とごくわずかである。

　したがって，通勤時間ぱ57．9％の人が30分以内と

答えている。また通勤手段では自家用車が最も多く，便

乗型まで含めると約50％である。路線バス，送迎バス

は合わせて4．4％と低く，　「必要なし」と答えた人は，

その割合からして＜独併〉居住者と考えられる。

4－3　地区別市衛化率及び市街化の速度

　民有地のビルトアップの程度あるいは強さを測る尺度

として，もう少し厳密に市街化率を算出してみよう。こ

こでいう市街化率とは一定区域の民有地の中で，使用収

益開始以後，どれだけの建築物が建設されたかという指

標であり，計画戸数に対する建設戸数（住戸及び店舗の

合計）によって表わされる市街化戸数率と宅地総面積に

対する建築化された敷地面積の割合によって表わされる

市街化面積率の2種を使用する。

　筑波研究学園都市の区画整理地区は，問に大規模な研

究所・大学等の用地や新住宅市街地開発地区をはさんで，

広範囲に散在しており先ず第一にその位置によって，第

2には使用収益開始時期の相違によって，市街化の条件

に著しい差異を生じている。これらの条件の差異が市街

化率にどう影響しているかを知ることが本節の目的であ

る。ここでは位置の違いを土地区画整理事業地区（10地

区）で代表させ，同一地区内で使用収益開始時期が大き

く異なる妻苅地区と上原地区をそれぞれ3分して合計14

地区について市街化率を算出した。（図4－4）

　表4－3，図4－5，6にみる通り市街化率ぱ地区別

に大きく異なり，1979，7時点の戸数率で0－5～90．O％，
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面積率でO．7～24，2％のひらきがある。最も市街化が進

んでいる妻苅北は筑波大学キャンパスに囲まれた，通称　　　％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1OO
「くびれ地区」あるいは「梨畑」と呼ぱれている地区で，

学生アパートや大学関連の店舗やサービス施設の建設が

著しく，戸数率ではすでに計画の90％にまで達してい

るが，面積率では24．2％である。戸数率はすべての住

戸，店舗等を1戸として算定したが，この合計を事業計

画に想定された独立住宅戸数と比ぺるのはーつの目安で

＼＼．筑披

一．　筑舳

1　　1　・
、　■　＼　　樽ぺ、
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あって，この割合がその重ま市街化の程度や今後の余地

を示すものではない。学生用，独身者用の1室あるいは

1DK程度の往戸が主体であれぱ，計画戸数と比ぺる時

は１/2～1/3とする方が妥当と考えられるが，ここでは

未だ換算値の根拠が弱いので，そのままの戸数で表現し

た。事業計画上の想定住戸数は計画人口の基礎であり，

計画人口は諸々の都市施設計画に関係しているために，

市街化の指標としては居住人口／計画人口の割合を求め

ることがより適切と考えられるが，今回はそこまでに至

っていない。今回の調査では市街化面積率の方が市街化

の程度をより良く説明する指標として使用するが，この

数値が100％になることが計画達成を意味するのではな

い。一般に区画整理民有地での市街化面積率は使用収益

開始後10数年を経ても50～80％程度であり，その段

階ですでに戸数や人口ぱ計画をオーバーしているという

実態が報告されている（参照：住宅公団の宅地開発事業

と宅地の市街化に関する研究　昭50．6日本住宅公団）。

筑波での民有地の計画人口は1住宅当り4・2人で，その

表4－3　14ブ回ツク別時期別棟数・戸数・敷地面積
数字は上から棟数，戸数，店舗数，敷地面積（ml）を示す

建　　設　の　累　計 市街化率（％）

ブロック名民有地
計画 使用収益
戸　数開始時 ’73．6’75．6’77．6’79．973．675．677．679．7年平均

最近2年
（m呈） の年平均

12 19 64 100 1，4 2．2 7．511．8 1，84 2．15

玉　　取476，865 8501973．11．1
9 25 257 393
3 5 19 29 1．5 3．532．249．6 8．86 8．60

9，171 13，79135，03653，3971．9 2．9 7．311．2 1．64 1．95
O 30 135 1．6 4．721．2 5．88 8．25

妻苅北 223，351 6381976，3．
10 176 523

10 51 1．6 29．290．O25．9130．04一9，840 22，49753，9444．4 10．124．2 5．94 7．05
2 40 141 O．2 O．311．5 3．39 5．60

妻苅東 431，8781，2341976．3．
2 371 808

12 125 O．2 31．175．722．1522．75’1，460 19，24478，440O，3 4．518．2 5．37 6．85
2 3 83 0．1 0，2 4，6 1．93 2．20

妻苅西 632，3791，8081977．3．1
2 3 305

2 31 011 O．418．67．93 9．10
■2，559 3，359 40，848O．4 O．5 6．5 2．61 3．OO

15 35 90 1．4 3．2 8．3 1．59 2．55

竹　　園315，9971，0801975．3．1
12 69 216
2 13 36 1．3 7．623．6 5．14 8．00

11，553 19，87146，5613．7 6．314．7 2．54 4．20

36 45 89 2．9 3．6 7．2 1．32 1．80
上原1 801，0071，2371976．4．1

34 43 87
2 2 27 2．9 3．7 9．2 1．94 2．75

28，047 32，21856，1253．5 4．O 7．O 1．32 1．50
6 10 23 2．6 4．3 9．9 3．13 2．80

上原2 150，O13 2321977．3．1
6 21 54

2 10 2．6 10．O27．61O．71 8．80一2，735 5，755 13，4121．8 3．8 9．1 3．04 2．55
3 6 2．7 5，4 2．16 2．16

上原3 72，215 1111978．4．1
3 6

2，7 5．4 2．16 2．16
’ ’
2，666 4，0203．7 5．6 1．52 1．52

36 70 3．1 6．O 2，18 2．18

小野崎 578，1371，1701978．3．1
36 71
2 19 3，3 7．7 3．30 3．30
36，320 53，7736．3 9．3 2．25 2．25
3 8 47 1．4 3．822．4 8．69 9．30

大角豆 109，831 2101977．2．1
3 7 42

2 13 119 4．326．21O．0610．951
1，724 5，436 17，1411．6 4．915．6 5．79 5．35
O 7 21 0 2．8 8．4一1．982．80

小野川 141，933 2501975．4．1
0 7 21

1 1 0 3．2 8，8 2．07 2．80O
O 3，884 8，954 0 2．7 6．3 1．48 1．80
2 5 21 O．2 0．4 1．9 0．76 O．75

手代木 528，1571，1201977．4．1
2 10 35

4 15 012 1．3 4．4 1．82 1．501
1670 4，129 11，1970．3 0．8 2．1 O．80 0．65
2 3 13 32 0．3 0．5 2．2 5．3 0．90 1．55

下横場 359，527 6001973．12．1
2 3 42 58

1 7 0．3 0．5 7．21O．9 1．89 1．85
’ ’
1，468 1，738 6，478 13，4100．40．5 1．8 3．7 0．59 0．95
1 3 O．2 O．5 0．36 O．36

羽　　成286，536 5501978．9．1
1 3

0．2 0．5 O．36 O．36
■ 1
1，394 2，1200．5 O．7 0．24 O．24

130 138 300 861 1．2 1．2 2．7
78 1．65 2．55

合　　計5，107，83611，090
122 134 1，048 2，6221．2 1．410．126，910 12 70 367 6．42 8．40
110，607115497 198，287453，3422．2 2．3 3．9 8．9 1．67 2．50
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敷地規模が平均して戸当り460m2という低密度であるた

め，市街化面積率が50％程度でも各種都市施設の容量

が問題となることが充分考えられる。このような視点か

らすると，使用収益開始後わずか3年余りで市街化面積

が24．2％まで達した妻苅北，18．5％の妻苅東の2地

区は注目に値する。

　既存建物を除いて，使用収益開始以後の市街化の速度

をみたのが，年平均市街化率であり，これらは次のよう

な4ラノクに分類し得る。

　　ランク1　年平均5％～　妻苅北，妻苅東，大角豆

　　　〃　2　　〃　2～　　妻苅西，竹園，上原2，

　　　　　　　　　　　　　　小野崎

　　ランク3　年平均1～　　玉取，上原1，上原3，

　　　　　　　　　　　　　　小野川

　　　〃　4　　〃　～1　　手代木，下横場，羽成

　ランク1は年平均6％程度の速い速度で市街化が進ん

でいるグループである。妻苅北ば大学活動の影響を直接

に受けて学生アパート，大学関連の店舗やサービス施設

が急速に建設されている。また妻苅東は大学関連に加え

て1976年にオープンし，現在では筑波の観光名所とな

った観さえある松見公園の影響を受けて，多種多様な施

設が立地しつつある。これら2地区の最近2年問（1977．

6～1979．7の問）の年平均は共に7．1％と，他地区に

比べてはるかに速い速度で市街化が進行している。松戸

市・常盤平の調査例（前出参照）では10年問の市街化

率上昇が29．3％，年平均では約3％であるのと比ぺて

もかなり速い市街化であることが分る。大角豆地区は，

学園都市の内部構成よりぱ周辺地域との関連がより主要

な要因となって市街化が速まっていると考えられる。こ

の地区は荒川沖駅や国道6号に最も近い位置にあり，並

木住宅地区と周辺の既存集落にはさまれた全体で11ヘ

クタールとかなり小さな地区で，日常生活の便は比較的

確保しやすいところである。

　ランク2，3は年平均1～3％の間にあり，現在まで

の学園都市民有地の中位にあるグルーブである。民有地

の中では最北に位置する玉取を除いて，このグループは

学園都市の中心から南部に位置して，面積的には最大部

分を占めている。このグループでやや特色がみられるの

は玉取地区で，使用開始が1973．11と最も雫くすでに6

年近くを経ているが，位置的に離れているため，大学の

影響を間接的に受けながら平均的なスピードを保ち，市

街化の程度は11．2％と上位にある。竹園地区も使用開

始が早かったこと，既存建物の比率が高いことを合せて，

市街化の程度は15．1％とかなり上位にある。

　ラノク4は年平均が1％未満の未だ市街化の弱いグル

ープであるが，これらのうち，手代木は，市街化の核と

なる計画住宅地（国家公務員宿舎を主とする）の建設が

遅かったことと，羽成は使用開始後未だ間がないこと等

の理由で市街化はこれからという地区である。下横場は

玉取とほぼ同時期に使用開始となったが，学園都市の西

南部に孤立していて日常生活上の不便もあって，ここも

未だ本格的な市街化は始言1っていないとみるぺきであろ

う。

4－4　入居時期

　入居時期を1年単位（例えぱ79年の場合は78年10

月から79年9月まで，なお72年の場合は71年9月以

前も含む）で集計し，その構成比を地区別および全体に

ついてグラフに示したものが図4－7である。＜全体〉
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図4－7　入居時期比率（地区別・全体79年）

では76年言でに累積で11．3％であったが，77年13％，

78年20．6％，79年55．1％と急上昇を続けている。こ

れから筑波の民有地の市衝化が開始した時点を77（76．

1O以降）年と見なすことができる。地区別では＜玉取〉

が最も古くから入居が始まり着実に増加し続けている。

＜下横場〉は玉取と同じ73年に事業収益が開始された

にもかかわらず，75年に入居が始まった。＜妻苅〉は

この2年問に急上昇し，その絶対戸数も多い。＜手代木〉

はこの1年間がほとんどである。次に＜独住〉＜独併＞

居住者の敷地取得時期，建築時期について入居時期と同

様な方法で集計した（図は省略）。これによれぱ，敷地

取得時期は79年に急滅し，建築時期は78年をピーク

に滅少傾向にある。入居時期は，依然として急上昇を示

している。

4－5　建築形態

　民有地の建物を住居専用か店舗併用（併存型も含む）

か専用店舗か，及ぴ独立型か集合型かという2つの側面

から6分類し，これに農家を加えて7分類したのが表4

－4である。先ず全体をみると，棟数比で最も多いのが

独立住宅で約4割，農家を加えると約50％となる。集
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表4－4　10ブ0ツク別違築形態（79．7）

　　　　　　　　　　敏一｝＝はトから欄敏．戸蟹、店箏は．o地面泊1㎡」を小㌃。

ブロ・ノク名農家独徒集住虫併集併虫店集店 計 楡当り主芦店店舗比
4 42 25 9 2 18 100
4 42 323 9 15k　取 393

29 4．39 2 18 7．4
」 1　■■3，83520，99014，7453，6851，6008，542⊥■53，397
10 60 44 6 3 6 6 13510 411 6 36 』婁苅北 523
一 ■ 6 5 6 34 519．8408，61424，0441，6952，3602，5964，79553，944

・寸。。

2 25 48 M 7 33 12 1412 25 710 14 57東 808
33 66 1256．614 12 15．5

■ ■1，4608，50124，0127，4755，18023，4338，37978，440
3 25 25 15 2 12 1 833 25 256 15 6 1西 3051 31 4．o15 3 12 10．2
■ 」3，1347，77414，6136，8791，3256，68542040，848

■⊥… 15 110 117 35 12 51 19 359
15 1101，3η35 99 」計 1，636101 207 5．235 20 51 12．7
■ I
一4，43424．88962，66916，0678，86532，71413，59473．232
9 28 17 9 一」25 2 909 28 170 9 u 』竹　藺 2165 39 2．89 25 一8．1
■ …8，87110，3929，3023，208 13，7261，06246，561
30 48 3 12 2 23 118

止　瞭 30 48 44 12 13 1〃
■ 1 12 2 23 37

「7

23．30025，8071，8698，3571，24612，978』73，557
24 30 3 6 6 1 70

ト

24 30 11 6 ■小野崎 η7 19 1．36 6 26．8
■ …27，12116，7331，7603，819■’■4，09025053，773
1 36 5 4 1 47
1 36 5 一大角豆 424 13 1．25 4 31．0
■1，100一0，447一 1，812■■3，41836417，1ω
2 18 L一 1 ■■ 212 18 1小甘川 21 1，11 1 4，8
■ 一2，5125，572』…870 ’ ■8，954⊥　■ ■ ■■’ 12 3 2 3 1 10 I■ 212 3 20 3 7平代木 35

15 2．43 2 10 42．9
一 一 」1，6701，105704 798 9645，956■1H，197
2 22 1 3 ↓　　　4　　　■　　　4　　　64　　　■■ 322 22 31 3’ト憤場 587 2．03 12．1
一 ■ 一1，4687，9249841，070 ■13，410
］ 2 ■■」一 」川 3

羽　成 1 2 」■ 3 1．O O
■ ■■1394 726 …1 ■皿」 2．120

90 339 168 83 17 141 23 861
90 3391．97683 134合　計 2，622141 117 367 3．583 26 14．O
■ ■24，58592，03339，68612，67583，38815．270453，342

■　　　　　　■　」■　　止皿一10．39．419．59．72．O15．32．7100．O棟数比％ 3．O11．366．25．65．34．73．9100，O住戸…・店舗比27．420．38．82．818．42．4100．O敷地面横比
1樽当り
｛主戸敏 11．8戸 7．9戸
店舗籔 1．5店 5．1店

合住宅（集合併用住宅を含む）は棟数比では約2割であ

るが戸数比では8割を越える。その他は，独立併用が1

割，専用店舗（独立及ぴ集合型）が2割弱である。集合

型の1棟当りの規模をみると集合住宅で11．8戸，集合

併用で7．9戸及ぴ1．5店，集合専用店舗5．1店であり，

集合の規模は大きくはなし（が，店舗数についても約4割

が集合型である。住戸数・店舗数を合せてその独立型と

集合型割合をみると，735：2，253で約％が集合型で

あり，これは筑波の民有地建物の最大の特色と云えるで

あろう。

　次に事業地区別に1棟当り，住戸＋店舗数をみると，

玉取，妻苅が4～5戸と最も大きく，次いで竹園，手代

木が2～3戸，その他が1～2戸である。これから集合

型建物の分布が明らかであると共に，大学活動の影響下

にある玉取・妻苅での著しい集合住宅化が現在の筑波の

特色をリードしていることが分る。平均店舗比14．0が

高いか低いかについては一概に云えないが，玉取・妻苅

といういわぱ筑波の先進地区よりも，竹園・上原・小野

崎・大角豆・手代木といった中ないし後進地区での比率

1．k　取

2．妻苅北

3．妻苅東

独立型 集合型　　　　　　　専用店舗

、N［ト

14．4％

19，5

32．O

4．妻苅西　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11．5

5．竹園　　　　　　　　　　　　　　8．5

6．ヒ　原　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5．3
7．小野崎　　　　　　　　　　　　　　　2・3
・・大角豆　　　　　　　　　　　ミ1：1
晶：辛鱗　　　　　　　　　　、・．・
11．小野川・羽成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　O－8
　　　　0102030‘40506070809010096

全　地　区
平　均

図4－8　建築形態別構成

が高くなっているのは，やはり集合住宅戸数の多寡との

関係にもよるが，民有地のビルトアップの初期が店舗や

サービス施設からスタートするのは一般的にみられる傾

向でもある。

　以上と図4－8によって地区別の特徴をまとめると次

のようになるo

　第1グループ　集合住宅卓越地区1玉取，妻苅，竹園，

　　　　　　　　　　　　　　　　　（手代木）

　第2グループ　店舗住宅卓越地区1上原，小野崎，

　　　　　　　　　　　　　　　　　（手代木）

　第3　〃　　独立住宅　〃　　：大角豆，小野川，

　　　　　　　　　　　　　　　　　（羽成）

　第4　〃　　未市街化地区　　：手代木，下横場，

　　　　　　　　　　　　　　　　羽成

　第4グループは未だ市街化が弱く，現段階では形態上

の特色を把えられない地区であり，（　）はそのような

傾向もみられるという意味である。

4－6　店舗の業種構成

　住居以外の建築施設（店舗と総称する）は全部で367

店あり，その業種別・地区別構成は表4－5，図4－9

の通りである。業種の分類は対象と目的によってさまざ

ま考えられるが，ここでは筑波の民有地建物の実態をよ

り分りやすく説明するために次のような分類によった。

　1）物品販売施設：一般的な商品を店頭販売する商店，

　　　　食料品，電器，家具，文具，薬局，酒店，本屋，

　　　　雑貨，おもちゃ，拾茶，洋服等の個別店のほか，

　　　　ストアー1ケ所を含めた。

　2）対個人サー一ビス：企業や機関ではなく，一般の個

　　人を対象とするもの，
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　　　医院（歯，眼，産婦人），学習塾，保育園，教

　　　会，銀行，ホテル，美容，理髪，研修センター，

　　　テニスクラブ，サウナなど。

3）飲食店1

　　　和食，洋食，すし，スナック，喫茶，小料理店，

　　　拾好み焼，中華，焼肉，ろぱた焼など。

4）娯楽施設：

　　　パチンコ，バヅテイングセンター，麻雀，ゲー

　　　ムセンターなど。

5）事務所・営業所：

　　　測量事務所，自動車販売，自転車店，自動車学

　　　校，板金，タイヤ，写真，印刷，ガソリンスタ

　　　ンド，倉庫，商事，建設会社事務所，コソサル

　　　タント，医療材器，精密機械営業所など。

6）建設・工場等：

　　　工務店，左官，電気工事，建材店，建設業，不

　　　動産屋，造園業，資材置場，竹細工，小工場，

　　　整備工場など。

全地区では飲食店が165店44．9％と最も多く，次い

表4－5　ブ回ツク別崇種構成

娯　楽　　■物品販売吋　　個サーヒス
1　1　　　　　　1　■　　　　　　■　　…玉　　取1034．5 26．9413．O

妻苅北 2854．923，9815．7 815．7
妻言1j東7761．6 32．41512．o

…皿■1238，7 412．939．7722．71　　■　23．2　　　6，5
一　　　　皿　止」■■■■一竹　　固1025．612．6512．87］7．9 12．6
一　　■　　■■■一1232．4 821．6513．51027．O 37
■　1小野崎 736．o 736．82］0，5

大角豆 323．1 646，2323．1］7．7
一

その他 626．114．3521．714．393≡1．O 23
念地区 16544．9123．36016，3…108，268m，5 367
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3　妻苅東

6
7
8
9
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妻苅西

竹　圃

ヒ　原
小野崎
大角豆
手代木
その他

勿品村　個岐売サービス事務所・営業所
建設・lI」業
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店舗数
29
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39

　37
　19
　13
　15
　8
100％

全地区
平均

図4－9　地区別業種別店舗数（％）
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で事務所・営業所が68店18．6％であり，通常の都市域

で最も多いはずの物品販売店舗が60店16．3％，対個人

サーピス30店8．2％と比較的少く，建設・工場は32店

8．8％であるo

　店舗の地区別分布は住宅を含めた全体の建集量の分布

に近いが，地区別の業種構成はかなり違っている。図4

－9から各地区の主な特徴をあげてみよう。

玉　取　建設・工場が特に多い。他は平面的である。

妻　苅　飲食・娯楽の割合が著しく高い。特に大学の

　　　　影響を受けた妻苅北，大学と松見公園の影響

　　　　を受けた妻苅東の2地区における各種飲食店

　　　　の立地はすさまじい観がある。

竹　園　事務所・営業所の類が比較的多く，物品販売

　　　　　対個人サービスも玉取，妻苅よりは多い。

　　　　学園都市の中心部に近く，計画住宅地に囲ま

　　　　れていることが原因していると思われる。

上原・小野崎　物品販売・対個人サービスの比重がや

　　　　や局い。

大角豆：物品販売・対個人サービスの比重が著しく高

　　　　い。

手代木；対個人サービスはなく，事務所・営業所の比

　　　　重が著しく高い。

その他：未だ市街地が進んで春らず，店舗数わずかで

　　　　断定はできないが，今までのところでは物品

　　　　販売がやや多い。

　次にこれらの業種分類のうち飲食，娯楽を都市レジャ

ー型としてまとめ，事務所・営業所，建設・工場を都市

業務型とし，物品販売，対個人サービスを住宅地サービ

ス型という3つの性格に分け，三角座標で各地区の性格

を表わしたものが図4－10である。それぞれの性格が

強いところを実線で，また弱いところは点線で範囲を示

した。

↑都市レジヤ、型

（Q）

　　　　、4　0
　　　’一＼、三＿ノ、・｛、、
／　　三＼6　・・1O＼qノ＼◎

必肺薬務型 住宅地サービス型“

図4－l0　3特性軸による地区の性格
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　これから次のように考えることができる。

　都市レジャー型：妻苅刺3〕，妻苅北（2），妻苅西（4）

　都市業務型：手代木（9），玉取(1)，竹園（5）

　住宅地サービス型：大角豆（8），その他00，小野崎（7）

　平均的在地区：上原（6）

　全地区の平均は都市レジャー型48．2％，都市業務型

27．3％，住宅地サービス型24．5％となり，やや都市

レジャー型が高いのは店舗数の多い妻苅北，東の影響が

出ているためである。

　このような筑波の民有地の市街化を支えている都市活

動は，公共サイドが手を出せないでいるレジャー的およ

び業務的な活動であり，都市の成長過程における公共に

対する補完的機能を呈しつつあることが明らかとなった。

表5－1　建物形態別・建設時期別棟数（全地区計）

独　立　住　宅
共　同　住　宅
併　用　住　宅
専　用　店　舗
計

1968ギFリエ百衙
29

33

69－71
10

11

72－73

12

74｝75
27

34

76～77．6
43
43
15
16
117

77．7－79．7
311
123
77
M2
653

表5－2　比較対象地区の市街化面積率の推移

常　　盤　　平
新　　所　　沢
訂　含　ケ　兵
多　　摩　　平

仮換地晴定
年　月
1958．9
1958．4
1颪12

1957．12

1963

23．5％

48．5

1968

43．8
約60

1973

52．8％
59．7
70．8
66．6

初期の年平
均布街化率
約4．7％
4．4

8．1

後期の年平
均市街化率
約3％

5．筑波における市衛化の特色と要因

5－1　はじめに

　筑波研究学園都市内の民有地の市街化状況について前

章でその実態を報告しているが，本章は（1）他地区と

の比較から筑波の特色を明らかにし（2）このような実

態を導いた要因の一つとして用途地域制について考察す
る。比較対象は既暇の調査レポート文から松戸市常盤

平地区を主としたが，これは同地区の調査が長期に亘っ

て詳細に行なわれており資料が豊富であること，同じ常

磐線方面に位置し，従前ば純農村的立地条件であったこ

と等によるが，その他の地区についてもできるだけふれ

ることにする。

5－2　市衛化の特色

1）市街化の段階と速度
　前回調査（1977．6）文4によって建設時期別棟数をみる

と（表5－1），1976年以降急に建設棟数が増加して

拾り，この時期を市街化のスタートと考えることができ

る。従って．1979．7時点は市街化開始後3年であってそ

の初期的段階である。一般に民有地の市街化の速度は初

期において若干速いことが知られているが，筑波の最近

2年間の市街化面積は全地区で5％，年平均2．5％の速

度であるが，これは他の例と比ぺてどうであろうか。前

出レポートから，住宅公団の初期の代表的区画整理地区

をみると表5－2の通りである。これらの地区では仮換

地指定時を建築可能時と考えて春り，筑波での使用収益

開始時と若干異るが，普通その間は1年程度であるので

概数を得るには支障はない。ここではむしろ，その時点

での既存の市街化率の方が問題であり，一般には数パー

セントはあるものとして考慮しなけれぱならない。特に

多摩平地区には既存の2工場があり，表にはこの分を除

し（た数値を示している。これらを考慮した上で，初期及

び後期の年平均市街化面積率の概数を求めると，常盤平，

新所沢で初期約4％，後期約3％，他の2地区では同じ

く，6～8％，約2％となる。これらと比ぺて，筑波の

民有地は全地区的にはまだ市街化の勢いは弱く，東京周

辺の地区の約1/2程度の速度であるといえる。また表5

－2から，市街化の速度は40～50％までは比較的速く，

50％を越える頃から徐々に滅速していく傾向が読みと

れる。

　しかし，筑波の民有地はブロック別にみると非常に大

きな差があり，特に妻苅北および東で年間7％という市

街化は東京郊外地区でも最高のものであり，次の大角豆

5％，竹園4％が概ね常盤平に類似した速さということ

ができる。その他では玉取，妻苅西，上原2，小野崎が

2～3％の緩い市街化傾向を持つ以外は，14ブロック

中6が2％未満の，未だ市街化がスタートしたとは云え

ない状況にある。これは，筑波の民有地が，現在の住宅

　宅地需要に対してはるかに大きな量として存在してい

るために，需要の顕在化が地区的条件の中で異常に集中，

又は偏在して来ている故であると考えられる。

2）市街化の内容

　市街化の内容としては前章を受けて，ここでは建築形

態と建物用途について，筑波の特色を考えてみる。

　表5－3は民有地の建築敷地についての構成比をみた

ものであるが，このうち筑波は商業地としては独立併用，

独立店舗，集合店舗の計，共同住宅地は，集合住宅と集

合併用の計，農家をその他とした。これによって筑波の

特色は，商業地が非常に多い。独立住宅が少なく共同住

宅が多いという2点に明瞭に表われている。その傾向は

表5－3　土地利用の構成

商　　業　　地
独立伯二宅土地
共同住宅地
そ　　の　　他

常　　盤　　平　　　多　　摩　　平
1963
18．O％
60．1
13．1
8．冒

1973　　　　　　　　　　1963
17．39乞　　　　　　　　16．496
51，5　　　　　　　　　44．1一一一＿　　4＿・…、＿L土1

8，0　　　　　26．4

筑　　　　　　波
全地区　1979
30ヱ
27．4
23，1
18．9

妻苅地区1979
36．O％
14．4
41．3
8．3
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市街化が最も進んでいる妻苅地区をみると更に著しく，

特に独立住宅地に対して共同住宅地が圧倒的であること

が分る。常盤平における2時点の調査から最近の傾向と

して，独立住宅が滅少して共同住宅が増加していること

がうかがえるが，筑波では市街化の初期からすでに共同

住宅の割合が高い。この理由としては前章で述ぺたよう

に，初期の市街化をリードした妻苅地区等での筑波大学

生用の小規模アパートの急増があるが，今後においても

地価の上昇や現行の用途地域（大部分が第2種住居専用

で一部が住居地域）からみて，共同住宅化の傾向は続く

ものと考えられる。

　土地区画整理の民有地が良好な住宅地の造成を目標に

しながら，店舗併用などの商業的利用が多いことが一般

に指摘されているが，筑波ではその傾向が更に強いこと

が明らかである。表5ー3の筑波は他地区の2倍もの商

業地比率を示しているが，都市中心部に近い竹園地区は

39％，市街化が始まったぱかりの手代木地区では60％

と更に高い地区もある。これは良好な住宅地という計画

時の目標を裏切って現実には，多様な店舗や業務施設の

需要が偏在して顕在化していると考えざるを得ない、、こ

の点については前章で幾つかの要因を指摘したが．本章

では現行用途地域制の持つ問題について後述する。

5－3　市街化要因の考察

　筑波の民有地は絶対的な住宅・宅地需要を背後に持つ

既成都市におけるものとは極めて状況を異にしており，

計画の当初からその市街化はかなり遅いのではないかと

危倶されていた。現在までのところ，民有地全体では決

して早いとは云えないが，地区的には当初の予想を越え

たスピードで市街化が進んでいることが明らかとなった。

このような市街化を誘発し，促進している要因として考

えられる幾つかの点をあげてみよう。

1）大学が周辺に及ぼす影響

　現在までの市街化で最も目立つのは，筑波大学周辺で

の多様な建設活動であり，特に学生アパート，下宿用住

宅（1人用又は2人用のミニ住宅），学生向レストラン

各種，学生生活関連店舗やサービス施設の立地が盛んで

ある。　（図5－1参照）

1976勾三3月　　　　　　　　　　　　’へ、

大三ク㌧f呆3］■’目 久保4丁一

表5－4　店舗等の賞桓構成

常盤平　1973新所沢　1973百含ケ丘　1973
多二■㍍ふ

物品販売 棟　％239　52．3樽　％89　40．5棟　％28　41．8棟　％75　39．7

対個人サーピス95　20．841　18．622　32．8 30　8．2
皿　　　　　　　　　　　■■　　　　1飲食・娯楽98　21．456　25．48　12．O

その他の事業所25　5．5
差。；1狂忍

99　27．1…　　川45　21．7
止　　　　■　　　■　　　　　　’1　　■計 457100．O 366100，O207100．O

　また，上記の商業地の主体をなす店舗等住居以外の施

設の業種構成をみたのが表5－4である。東京周辺の4

地区については前出レポートから業種分類を筑波での分

類に従って作成したが，これらは棟数であり，筑波は店

舗数であり厳密ではないが傾向は明らかに読みとれる。

つ重り筑波では物品販売，対個人サービスといういわゆ

る住宅地サービス的な一般商店が少なく，飲食・娯楽，

その他の事業所といったいわば盛り場的あるいは雑多な

業務施設の割合が非常に高い。これは筑波の民有地が，

他の地区のような大都市の郊外往宅地の一部としてでは

なく，研究学園都市そのものの一部であるという特異な

条件の中にあり，広大な農村地域の中で最大の都市的予

備地であるといった立地条件の特殊性によるものと考え

られる。しかし，筑波の民有地の中でも妻苅地区におけ

る飲食・娯楽の割合ぱ非常に高く，全非居住施設の60％

を越えているが，この要因について次に述べる。

1979年7月　　　　　　　　　・＾

ヲ｛ク」f呆3■J‘目

⑳

0　50　100　　　200　　　300M

図5－1　市街化変遷図（妻苅北プ0ツク）

4丁目

4丁目
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2）松見公園と隣接の飲食店街

　現在の筑波研究学園都市で一般的に最も都市らしいと

云えるところは，松見公園とその周辺一帯であることは

誰しも認めるところであろう。公共の計画が持つ整然と

はしているが冷たく，無個性的で非生活的で，そして非

人間的スケールの国立機関集団地域の中で，展望塔と鯉

のいる池のある松見公園は俗受けし，1976年のオープ

ン後たちまちにして筑波の観光名所化した。これは周辺

地域の人々にとって，初めて気安く訪ね，手に触れるこ

とのできる研究学園都市の実体であったであろう。ここ

に遊ぴにくる人は学園都市の計画住宅地に住む研究者や

その家族よりは，茨城県南一帯の主として農村地域の人

人であると考えられる。マイカーと余暇と若干の金銭的

余裕を持った地方の人々にとって，松見公園は恰好の遊

び場となったのであろう。特に休日の賑いはかなりのも

のがある。そのように人々が集り，また近くには大学病

院や2，O00室近い学生宿舎があり，地の利を得て松見公

園の入口附近の民有地に飲食店が進立する。飲食店の集

積は更に人々を集め，店舗の集積は更に続く。

3）業務的施設の立地

　事業計画の想定に比ぺても，一また他の土地区画整理事

業地区と比ぺても，筑波の民有地に拾ける業務的施設の

立地は一つの特色であろう。計画の当初から研究所・大

学等の関連サービス業務施設の立地が期待されていたが，

現状ではそのような意味だけの立地とは考え難い。特に

玉取地区や手代木地区の業務的施設をみると，むしろ周

辺農村社会での農業・産業・生活等の構造的変化より生

み出される小規模，零細な企業化の動きが，学園都市の

将来への期待と現実の土地利用規制（都市計画法による

開発や用途の規制等）との間で，民有地への立地となっ

て現われているように思われる。

5－4　用途地域制について

　筑波の民有地は，その公式計画（建設大臣が認可した

各地区毎の事業計画書）によれぱ，他の地区と同じよう

に良好な住宅地の造成が目標とされている。しかしその

住宅地化を実現する住宅需要の存在と良好な環境に導く

ための手段には問題が多く，現在までのところ計画の目

標は完全に裏切られたと云っても過言ではない。住宅需

要に関してはこの新都市の主体的人口である研究・教育

機関の職員家族に対して国家公務員宿舎及び各機関の職

員住宅を計画住宅地内に必要なだけ建設しているため，

民有地はその他の関連人口向きと考えられてなり，現在

までのところ，まだ需要の顕在化は認められない。また

良好な住宅地環境の形成を導くための最も基本的な行政

手段である都市計画法による用途地域制については，

1974年の指定当時に拾ける地元関係者側の強い要求に

よって，それまで計画方針とされていた第1種住居専用

地域が大部分を第2種住居専用地域（建ぺい率60％，容

積率200％），一部を単なる住居地域に変えて指定され

たのであり，計画と現実の乖離はその時から決定的であ

ったと云えよう。比較の対象とした常盤平等の民有地は

大部分が第1種住居専用地域（常盤平では建ぺい率50％，

容積率100％，高さ制限10m）であり，そうしたところ

でさえも，集合住宅化，商業地化が進み，計画との矛盾

や住環境上の問題が発生していることを考えれぱ，筑波

の民有地の現状は当然の結果とも云えるだろう。しかし，

当初計画とは異なる方向であるにせよ，またそれが妥協

的な行政措置であったにせよ，現実に民問の個々人によ

る建設活動が興り，それらが全体として特色ある市街化

の方向をつくりつつあり，また地区別・ブロック別にも

大きな差異をつくり出レつつある現実を十分に把握した

上で，今後に向けてよりきめ細い，より柔軟な計画と対

策をたてていくことが必要であろう。

5－5　区画整理民有地の新たな役割

　その一つは当初計画に沿った良好な住環境の確保に向

う方向であるが，他のより重要な方向は，民有地に住宅

以外のもっと都市的な，あるいは都心的な機能を重視す

る方向である。筑波の都心地区は全面買収による新住宅

市街地開発事業区域を中心とし，その中に都市センター

が計画されているが，第1には建設時期の大巾なおくれ

から，第2には法律で定められた厳しい用地処分の条件

等から，今だに全く機能しておらず，周辺民有地が今ま

でのところその機能の一部を不充分在がら補完して来た

と考えられる。昭和54年度は都市の概成期とされ，42

の国立機関で業務が開始されており，筑波大学では早や

新卒業生が巣立ち，公務員宿舎にはすでに居住7～8年

の住民がいる。研究学園地区の新住民こそ2～3万人と

少ないとはいえ，周辺地区には約10万人の農村人口が

この都市を取り巻いてその市街化に何らかのかかわりを

持っている。最近，ようやく多目的都心機能を持つ学園

センタービルの建設がスタートしようとしているが，筑

波における都市センターの整備が大巾に遅れていること

は明白である。

　しかし，例えもう少しタイミングよくこうした都心施

設が建設されたとしても，現在民有地にみられるような

多様な民間業務・商業・サービスの需給をカバーできる

とは考えられない。そこには上に述べた都市内外の諸要

因の複雑な相互作用があり，民まならではの自由な経済

的な計画・建設，特に造成宅地の利用と処分に関して公

共的観点からの厳しい法的規制がかけられた新住宅市街

地開発事業などではとても対処できるものではない。こ

れは商業業務機能に対する公的供給方式の制度的限界を

示すものでもあり，公的供給方式に合せてもっと自由な

民間の経済活動の場として民有地を考え直すことが当面

－241－



筑波で必要である。ただし，この場合，現在の街区形態

のままで用途地域制を商業の方向へ緩めるのではなく，

業種・業態に応じて区域を限定し，駐車場や歩行者スペ

ースを充分確保し，敷地形状・建築形態・緑化等につい

て強力な指導と細い規制あるいは協定を行うことが大切

である。

　以上のよう在区画整理民有地の新たな役割は，筑波の

ように農村地域の中の新都市づくりの場合に限らず，比

較的独立的な市街地あるいは地域にみあった個性ある都

市等を実現する手法として行われる今後の土地区画整理

事業の場合によく当てはまるであろう。それは地域全体

の都市化傾向をよく反映し，地域住民の要求にそった市

街化を実現する方向にあるからであるが，その場合，上

に述ぺたような細かな対策を決しておろそかにしてぱな

らない。
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